
(単位：百万円)

金額

54,699 103,885

4,273 5,626

1,912 51,304

23,423 162

1,525 260

0 1,121

652 3,868

10,013 4,615

4,626 21,240

5,836 6,385

2,441 142

△ 4 3,265

5,893

482,608 152,485

276,574 66,877

104,663 63,317

21,924 505

22,065 454

57,381 4,648

投 資 有 価 証 券 1,882 1,509

関 係 会 社 株 式 30,831 152

長 期 前 払 費 用 10,981 15,020

繰 延 税 金 資 産 15,492 256,371

そ の 他 の 投 資 等 1,093

貸 倒 引 当 金 △ 107

投 資 損 失 引 当 金 △ 2,792 292,346

16,000

171,908

420,108 171,908

58,628 104,437

現 金 及 び 預 金 291 104,437

短 期 貸 付 金 28,336 税 効 果 積 立 金 32,824

有 価 証 券 30,001 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 3,826

361,479 別 途 積 立 金 20,000

投 資 有 価 証 券 4,999 繰 越 利 益 剰 余 金 47,787

長 期 貸 付 金 44,812 387,700

金 銭 の 信 託 311,668 20,942

56

56

701,045

957,416 957,416資　　　産　　　合　　　計

販 売 用 不 動 産

未 成 工 事 支 出 金

鉄 道 事 業 固 定 資 産

(経営安定基金に属する資産を除く)

流 動 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

固 定 資 産

関 連 事 業 固 定 資 産

経 営 安 定 基 金 資 産

現 金 及 び 預 金

未 収 運 賃

短 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

各 事 業 関 連 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

建 設 仮 勘 定

流 動 負 債

貯 蔵 品

科　　　目

未 収 金

未 収 収 益

前 受 金

前 受 運 賃

短 期 借 入 金

預 り 連 絡 運 賃

災 害 損 失 引 当 金

債 務 保 証 等 損 失 引 当 金

貸　借　対　照　表
(平成25年３月31日現在)

（   資   産   の   部   ）

流 動 資 産

金額

未 払 金

科　　　目

(経営安定基金に属する資産を除く)

（   負   債   の   部   ）

固 定 負 債

そ の 他 の 固 定 負 債

未 払 消 費 税

旅 行 券 等 引 換 引 当 金

預 り 金

賞 与 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

長 期 借 入 金

純　　資　　産　　合　　計

経 営 安 定 基 金

負　債　純　資　産　合　計

資 本 準 備 金

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

経 営 安 定 基 金 評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

資 本 金

資 本 剰 余 金

安 全 ・ 環 境 対 策 等 引 当 金

資 産 除 去 債 務

株 主 資 本

未 払 法 人 税 等

ポ イ ン ト 引 当 金

（ 純 資 産 の 部 ）

負　　　債　　　合　　　計

そ の 他 の 流 動 負 債



161,048

172,792

11,743

31,954

18,659

13,294

1,550

1,244

349 1,594

4,501

837 5,338

10,027

246 9,781

7,587

10,033

297 10,331

9,530

1,604

3,265

84 14,484

3,433

217

1,158 1,375

2,057

経 営 安 定 基 金 運 用 費 用

(単位：百万円)

金　　　　　　　額科　　　　　　目

営 業 費

出 向 者 人 件 費 差 額

特 別 利 益

一 般 営 業 外 費 用

営 業 収 益

そ の 他

営 業 利 益

全 事 業 営 業 利 益

経 営 安 定 基 金 運 用 収 入

経 営 安 定 基 金 運 用 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

損　益　計　算　書
平成24年４月１日から

平成25年３月31日まで

関 連 事 業

工 事 負 担 金 等 受 入 額

災 害 損 失 引 当 金 繰 入 額

営 業 収 益

鉄 道 事 業

営 業 損 失

営 業 費

一 般 営 業 外 収 益

そ の 他

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

経 常 利 益

そ の 他

税 引 前 当 期 純 利 益

固 定 資 産 圧 縮 損

そ の 他

特 別 損 失

災 害 損 失



（単位：百万円）

評価・換算
差　額　等

資  本
剰余金

16,000 171,908 33,982 3,767 20,000 44,631 102,380 290,288 387,700 532 20 678,542

2,057 2,057 2,057 2,057

△ 1,158 1,158 － － －

59 △ 59 － － －

－ － △ 1,158 59 － 3,156 2,057 2,057 － 20,409 36 22,503

16,000 171,908 32,824 3,826 20,000 47,787 104,437 292,346 387,700 20,942 56 701,045

当期首残高

固定資産
圧 　 縮
積 立 金

資本金

利益剰余金

株主資本
合    計利  益

剰余金
合  計税効果

積立金

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

資  本
準備金

株主資本

別  途
積立金

繰越利益
剰 余 金

その他利益剰余金

事業年度中の変動額合計

当期末残高

　株主資本以外の項目の
  事業年度中の変動額（純額）

　固定資産圧縮積立金の積立て

事業年度中の変動額

　税効果積立金の取崩し

　当期純利益

20,409 36 20,445

純資産
合  計

その他
有　価
証　券
評　価
差額金

経営安定
基　　金

経営安定
基金評価
差 額 金

平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで



個 別 注 記 表

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(１)子 会 社 株 式 及 び･････  移動平均法による原価法により計上しております。

関 連 会 社 株 式

(２)そ の 他 有 価 証 券･････  時価のあるものについては、期末日の市場価格等に基

づく時価法により計上しております（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）。時価のないものについては、移動平均法

による原価法により計上しております。

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（「金融商品取引法」(昭和 23 年

４月 13 日法律第 25 号)第２条第２項により有価証券とみなされるもの）については、組

合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額

を純額で取り込む方法により計上しております。

なお、経営安定基金における有価証券の評価差額については、「旅客鉄道株式会社の経

理の整理の特例に関する省令」（昭和 62 年運輸省令第 21 号）第２項により純資産の部に

「経営安定基金評価差額金」として処理しております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

  評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）により計上しております。

(１)販 売 用 不 動 産･････  個別法により計上しております。

(２)未 成 工 事 支 出 金･････  個別法により計上しております。

(３)貯 蔵 品･････  移動平均法により計上しております。

３．固定資産の減価償却の方法

(１)有 形 固 定 資 産（リース資産を除く）

鉄 道 事 業 固 定 資 産･････取替法により計上しております。

の う ち 取 替 資 産

建 物･････定額法により計上しております。

上記以外の有形固定資産･････定率法により計上しております。

(２)無 形 固 定 資 産（リース資産を除く）

   ソ フ ト ウ ェ ア･････自社利用のソフトウェアについては、定額法により計

上しております。なお、償却期間は社内における利用

可能期間（５年）であります。

   上記以外の無形固定資産･････定額法により計上しております。

(３)リ ー ス 資 産

所有権移転外ファイナンス・リース･････リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

取引に係るﾘｰｽ資産 法により計上しております。

（４）長 期 前 払 費 用････定額法により計上しております。

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社は法人税法の改正に伴い、当事業年度より平成 24 年４月１日以後に取得した有形

固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

この変更による当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。

（金銭の信託を含む）



４．引当金の計上基準

(１) 貸 倒 引 当 金

債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算額を、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。

(２) 投 資 損 失 引 当 金

関係会社への投資に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態及び回収可能性を勘

案して、必要と認められる額を計上しております。

(３) 賞 与 引 当 金

従業員賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しております。

(４)ポイント引当金

   ＳＵＧＯＣＡ及びＪＱカード会員に付与したポイントの利用に備えるため、当事業

年度末において将来利用されると見込まれる額を計上しております。

(５)災 害 損 失 引 当 金

  平成 24 年７月に発生した九州北部豪雨災害で被害を受けた鉄道施設の復旧に要する

支出に備えるため、その見込額を計上しております。

(６) 退 職 給 付 引 当 金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額を計上

しております。

数理計算上の差異については、発生事業年度の翌事業年度から 12 年（平均残存勤務

期間以内の一定の年数）による定額法により按分した額を費用処理しております。過去

勤務債務については、発生事業年度から 12 年（平均残存勤務期間以内の一定の年数）

による定額法により按分した額を費用の減額処理としております。

(７) 役員 退職 慰労 引 当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上し

ております。

(８) 旅行 券等 引換 引 当金

  一定期間経過後収益に計上した未引換の旅行券等について、将来の引換時に発生する

損失に備えるため、引換実績を基に見込額を計上しております。

(９) 安全・環境対策等引当金

鉄道の安全運行の確保を目的とした鉄道施設等に係る安全・環境対策修繕等の支出に

備えるため、その見込額を計上しております。

(10) 債務保証等損失引当金

   関係会社への債務保証等に係る損失に備えるため、個別に必要と認められる額を計

上しております。

５．工事負担金等の処理方法

当社は連続立体交差化等の高架化工事や踏切道路拡幅工事等を行うに当たり、地方公

共団体等より工事費の一部として工事負担金等を受けております。

これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産

の取得原価から直接減額して計上しております。

   損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定

資産の取得原価から直接減額した額を固定資産圧縮損として特別損失に計上しており

ます。



６．消費税等の処理方法

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

Ⅱ 貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産

            投資有価証券                   208 百万円

   上記の投資有価証券は住宅瑕疵担保履行法に基づく住宅建設瑕疵担保保証金として

福岡法務局に供託しております。

２．有形固定資産の減価償却累計額                 613,359 百万円

３．固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等の累計額

            鉄道事業固定資産                249,566 百万円

            関連事業固定資産                  6,501 百万円

各事業関連固定資産                  8,064 百万円

４．固定資産の科目ごとの総額

有形固定資産   土 地                68,832 百万円

建 物             112,249 百万円

構 築 物            145,013 百万円

車 両               52,736 百万円

機 械 装 置                 9,457 百万円

工 具 器 具 備 品                1,267 百万円

         リ ー ス 資 産             7,125 百万円

無形固定資産   リ ー ス 資 産            2,785 百万円

         そ の 他             3,693 百万円

              

５．偶発債務                                         

（１）保証債務

   大分高速鉄道保有株式会社                      210 百万円

      豊肥本線高速鉄道保有株式会社                    90 百万円

         計                        300 百万円

（２）経営指導念書等

   ＪＲ九州鉄道営業株式会社                     403 百万円

   



６．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

                   短 期 金 銭 債 権                          1,720 百万円

短 期 金 銭 債 務                         28,739 百万円

長 期 金 銭 債 務                          6,755 百万円

７．退職給付債務等の残高

            退職給付債務                67,036 百万円

            数理計算上の差異の未償却残高         △ 4,329 百万円

過去勤務債務の未償却残高            610 百万円

        退職給付引当金残高                      63,317 百万円

Ⅲ 損益計算書に関する注記

１．営業収益                               193,002 百万円

２．営業費                          

            運送営業費及び売上原価               147,255 百万円

販売費及び一般管理費           9,825 百万円

諸 税          5,131 百万円

減 価 償 却 費              29,239 百万円

３．関係会社との取引高    

            営業取引による取引高

   営 業 収 益                17,017 百万円

     営 業 費                56,670 百万円

営業取引以外の取引高               22,274 百万円

Ⅳ 株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における発行済株式数

普通株式      320,000 株

Ⅴ  税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、賞与引当金等であります。なお、

繰延税金資産から控除された金額（評価性引当額）は 4,928 百万円であります。

Ⅵ  リースにより使用する固定資産に関する注記

貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、駅務機器等の一部については、所有

権移転外ファイナンス・リ－ス契約により使用しております。



Ⅶ  関連当事者との取引に関する注記

１．親会社及び法人主要株主等

（単位：百万円）

種類
会社等の

名称

議決権等

の所有（被

所有）割合

関連当事者

との関係
取引の内容 取引金額 科目 期末残高

主要株主

(会社等)

独立行政

法人鉄道

建設・運

輸施設整

備支援機

構

被所有

直接

100.0％

経営安定基

金の貸付・設

備投資に係

る資金の借

入など

経営安定基金短

期貸付金の償還

経営安定基金の

貸付

（注）１

△33,265

－

経 営 安 定 基 金

短 期 貸 付 金

経 営 安 定 基 金

長 期 貸 付 金

28,336

44,812

経営安定基金の

貸付による受取

利息

（注）１

3,658 － －

設備投資に係る

借入

（注）２

8,020

短 期 借 入 金

長 期 借 入 金

161

38,512

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１ 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構（以下、「機構」）への貸付金は、

経営安定基金の機能維持策によるものであり、個別の金銭消費貸借契約に基づ

くものであります。

２ 機構からの借入金は、「日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関する法律」

（平成 10 年 10 月 19 日法律第 136 号）第 13 条第２項及び附則第５条第１項の

規定に基づくものであります。なお、この借入金は当初より無利息であり、担

保は提供しておりません。

Ⅷ  １株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額        2,190,766 円 7 銭

２．１株当たり当期純利益        6,429 円 87 銭



Ⅸ  重要な後発事象に関する注記

資金の借入

  当社は、「日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関する法律」（平成 10 年 10月 19 日

法律第 136 号）附則第５条第１項の規定により、鉄道施設等の設備投資資金に充当するた

め、下記のとおり借入を行います。

（１）借 入 先   独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

（２）借 入 金 額   11,100 百万円

（３）借 入 利 率   無利息

（４）借入通知日   平成 25 年４月 24 日

（５）返 済 方 法   10 年据置後 10 年半年賦均等返済

（６）担 保 提 供   無

記載金額につきましては、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。ただし、

金額以外の数字及び 1 株当たり情報につきましては、表示単位未満を四捨五入して表示し

ております。


